
(仮称) 白石中央スマートインターチェンジ周辺整備における 

官民連携手法（ＰＦＩ方式）アドバイザリー業務特記仕様書 

 

第１条 適用範囲 

(1)業務名 （仮称）白石中央スマートインターチェンジ周辺整備における官民連携手法

（ＰＦＩ方式）アドバイザリー業務 

(2)業務箇所 白石市大平中目 地内ほか 

(3)履行期間 契約締結日の翌日から令和６年３月３１日まで 

 

本特記仕様書（以下「本書」という。）は、白石市（以下「甲」という。）が発注する「(仮 

称) 白石中央スマートインターチェンジ周辺整備における官民連携手法（ＰＦＩ方式）ア

ドバイザリー業務」（以下「本業務」という。）に適用するものであり、これに示す以外は

「共通仕様書（建設関連業務）」[設計業務]及び[地質・土質調査業務](令和２年１０月以

降 宮城県土木部)その他関係基準及び関連する関係諸法令等に基づくものとする。  

 

第２条 目 的  

本業務は、（仮称）白石中央スマートインターチェンジの整備効果を最大限に発揮する

ための周辺整備事業（以下「本事業」という。）に向けた「道の駅、スポーツ・レクリエ

ーション施設」について、実施方針の公表から事業者選定、契約の締結までに必要となる

各種検討及び募集資料等の作成を行い、本事業を担う民間事業者の募集・選定プロセスに

おいて、金融、法務、技術分野等の支援することを目的とする。 

 

第３条 遵守事項  

本業務の遂行にあたっては、本書によるほか、本書に明記なき事項、疑義等の生じた場

合には、その都度、甲と協議するものとする。本業務の実施にあたり、知り得た情報等の

取り扱いには充分注意し、甲の許可無くして引用、公表してはならない。 

 

第４条 周辺整備の概要  

別途作成した「（仮称）白石中央スマートインターチェンジ周辺整備基本計画」の記載

内容を踏まえたうえで、本業務を実施すること。 

  

第５条 業務内容  

(1)実施方針・要求水準書の作成及び公表の支援  

過年度業務で実施している「(仮称) 白石中央スマートインターチェンジ周辺地域に 

おける官民連携調査業務」の実施方針骨子をもとに、民間事業者の意見等を踏まえた実

施方針(案)及び要求水準書(案)の作成及び公表までを支援する。その他、公表における



質疑・回答作成を行う。 

 

(2)特定事業の評価及び選定、事業範囲と事業費の検討支援  

本事業を民間連携事業として実施する業務範囲の検討及び従来方式と官民連携事業 

で実施した際の事業費を検討、官民連携事業で実施した場合の事業効果として想定さ

れるＶＦＭ（Value For Money）を算出し、官民連携事業の経験を有する弁護士(以下、

「弁護士」という。)の確認を行い、公表文などの資料作成の支援等、本事業を特定事

業として選定するまでを支援する。 

 

(3)事業者の選定基準検討支援  

民間事業者の募集手続きに必要な募集要項（案）の作成・公表や選定委員会の運営 

準備にあたり、落札者決定基準の作成を行う。  

 

(4)募集要項等の作成支援  

民間事業者の募集手続きに必要な募集要項（案）の検討、契約書（案）、様式集等 

を作成する（弁護士確認を含む）。 

 

(5)民間事業者の募集・評価・選定支援  

民間事業者の募集手続きに必要な以下の手続きを支援する。 

・周知、現地説明会支援  

・質問・回答案の作成等（弁護士確認を含む） 

 

(6)選定委員会の運営・支援 

民間事業者からの企画提案書等の整理、会議開催等の運営補助を行う。  

 

(7)最終契約書の作成及び契約締結支援 

本市優先交渉権者となった民間事業者による基本協定の締結、契約交渉、仮契約並

びに本契約の締結まで、契約書(案)の作成を含む必要な支援を行う。 

なお、契約書(案)の作成や選定事業者との契約締結に当たり、会計や建築設計など

専門的な助言を行うために、弁護士とともに必要となる支援を行う。 

 

(8)モニタリングの仕組みの検討及び構築支援  

契約後の事業実施機期間における民間事業者に対するモニタリングの仕組みの検

討及び構築を支援する。 

 

(9)その他留意事項  



・整備事業開始後に必要となる事由の整理 

・工程表の作成 

・打合せ議事録 

  

第６条 その他 

 (1) 本業務を受託した者及び本業務を再委託等で受託した者は、本ＰＦＩ事業に応募、又

は参画しようとする民間事業者のコンサルタント等の業務を受託することはできない。 

 (2)受託者及び本業務を再委託等で受託した者は、本ＰＦＩ事業に応募又は参画すること

はできない。 

 

第７条 成果品 

(1)本業務において 

作成する成果品は、次のとおりとする。（詳細は、甲との協議による。） 

 

 １．電子成果品（以下の資料の元データ並びに PDF データを保存した CD 又は DVD）2部

２．報告書(A4 ファイリング)  1 部 

 ３．打合せ議事録(A4 ファイリング) 1 部 

 

(2)成果品の管理及び帰属は甲とする。受託者は甲の許可なく成果品を公表及び貸与して

はならない。また、関係機関から提供を受けた資料については、管理、保管を十分に行

うとともに、情報の外部漏えいについては、十分注意すること。 

 

(3)業務完了後において、本業務の成果品等について甲が問合せを行った場合等は、誠実

にこれに対応すること。また、業務の内容に瑕疵があった場合は、甲と協議のうえ、無

償で是正措置を講ずること。 

 


